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平成26年度当初予算案の規模

会会会会 計計計計 平成平成平成平成26262626年度年度年度年度 平成平成平成平成25252525年度年度年度年度 増増増増 減減減減 増減率増減率増減率増減率

一般会計一般会計一般会計一般会計 23,110,00023,110,00023,110,00023,110,000 22,010,00022,010,00022,010,00022,010,000 1,100,0001,100,0001,100,0001,100,000 5.05.05.05.0

特別会計特別会計特別会計特別会計 7,953,2007,953,2007,953,2007,953,200 7,775,7007,775,7007,775,7007,775,700 177,500177,500177,500177,500 2.32.32.32.3

企業会計企業会計企業会計企業会計 14,100,00014,100,00014,100,00014,100,000 11,367,00011,367,00011,367,00011,367,000 2,733,0002,733,0002,733,0002,733,000 24.024.024.024.0

全会計合計全会計合計全会計合計全会計合計 45,163,20045,163,20045,163,20045,163,200 41,152,70041,152,70041,152,70041,152,700 4,010,5004,010,5004,010,5004,010,500 9.79.79.79.7

（単位：千円／％）（単位：千円／％）（単位：千円／％）（単位：千円／％）

増減の主な理由増減の主な理由増減の主な理由増減の主な理由

■一般会計では、対前年度増減■一般会計では、対前年度増減■一般会計では、対前年度増減■一般会計では、対前年度増減11111111億円、億円、億円、億円、5.05.05.05.0％の増加となっているが、消費税増税や燃料費の高騰など％の増加となっているが、消費税増税や燃料費の高騰など％の増加となっているが、消費税増税や燃料費の高騰など％の増加となっているが、消費税増税や燃料費の高騰など『『『『外部要因として３億円外部要因として３億円外部要因として３億円外部要因として３億円』』』』のののの

増加、国の経済対策に伴う臨時福祉給付金や子育て世帯臨時特例給付金、また旧稚内商工高校の施設購入費や病院会計に増加、国の経済対策に伴う臨時福祉給付金や子育て世帯臨時特例給付金、また旧稚内商工高校の施設購入費や病院会計に増加、国の経済対策に伴う臨時福祉給付金や子育て世帯臨時特例給付金、また旧稚内商工高校の施設購入費や病院会計に増加、国の経済対策に伴う臨時福祉給付金や子育て世帯臨時特例給付金、また旧稚内商工高校の施設購入費や病院会計に

おける電子カルテ導入等に対する一般会計出資金などおける電子カルテ導入等に対する一般会計出資金などおける電子カルテ導入等に対する一般会計出資金などおける電子カルテ導入等に対する一般会計出資金など『『『『平成平成平成平成26262626年度の臨時大型事業として５億３千万円年度の臨時大型事業として５億３千万円年度の臨時大型事業として５億３千万円年度の臨時大型事業として５億３千万円』』』』の増加、扶助費をはじめ、の増加、扶助費をはじめ、の増加、扶助費をはじめ、の増加、扶助費をはじめ、

国民健康保険や介護保険、病院事業など国民健康保険や介護保険、病院事業など国民健康保険や介護保険、病院事業など国民健康保険や介護保険、病院事業など『『『『医療や福祉に伴う経費として２億円医療や福祉に伴う経費として２億円医療や福祉に伴う経費として２億円医療や福祉に伴う経費として２億円』』』』の増加、その他として、太陽光発電の売電収入のの増加、その他として、太陽光発電の売電収入のの増加、その他として、太陽光発電の売電収入のの増加、その他として、太陽光発電の売電収入の

基金積立や昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上するなど、基金積立や昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上するなど、基金積立や昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上するなど、基金積立や昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上するなど、『『『『補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円』』』』のののの

増加となっている。（２ページ参照）増加となっている。（２ページ参照）増加となっている。（２ページ参照）増加となっている。（２ページ参照）

■特別会計では、介護保険事業会計（介護保険事業勘定）において、平成■特別会計では、介護保険事業会計（介護保険事業勘定）において、平成■特別会計では、介護保険事業会計（介護保険事業勘定）において、平成■特別会計では、介護保険事業会計（介護保険事業勘定）において、平成25252525年度に完成した特別養護老人ホームの増床に伴う年度に完成した特別養護老人ホームの増床に伴う年度に完成した特別養護老人ホームの増床に伴う年度に完成した特別養護老人ホームの増床に伴う

介護給付費の増加などにより、特別会計全体では、対前年度増減１億介護給付費の増加などにより、特別会計全体では、対前年度増減１億介護給付費の増加などにより、特別会計全体では、対前年度増減１億介護給付費の増加などにより、特別会計全体では、対前年度増減１億7,7507,7507,7507,750万円、万円、万円、万円、2.32.32.32.3％の増加となっている。％の増加となっている。％の増加となっている。％の増加となっている。

■企業会計では、公営企業会計制度の見直しによる影響（４ページ参照）により、特に病院会計における各種引当金の特別損失■企業会計では、公営企業会計制度の見直しによる影響（４ページ参照）により、特に病院会計における各種引当金の特別損失■企業会計では、公営企業会計制度の見直しによる影響（４ページ参照）により、特に病院会計における各種引当金の特別損失■企業会計では、公営企業会計制度の見直しによる影響（４ページ参照）により、特に病院会計における各種引当金の特別損失

へのへのへのへの計上として、計上として、計上として、計上として、18181818億４千万円、下水道会計における、みなし償却制度の廃止による減価償却費の増加として２億４千万円などが億４千万円、下水道会計における、みなし償却制度の廃止による減価償却費の増加として２億４千万円などが億４千万円、下水道会計における、みなし償却制度の廃止による減価償却費の増加として２億４千万円などが億４千万円、下水道会計における、みなし償却制度の廃止による減価償却費の増加として２億４千万円などが

影響し、歳出額が増加している。併せて、病院事業会計において平成影響し、歳出額が増加している。併せて、病院事業会計において平成影響し、歳出額が増加している。併せて、病院事業会計において平成影響し、歳出額が増加している。併せて、病院事業会計において平成26262626年度からの電子カルテ導入等に伴う建設改良費として年度からの電子カルテ導入等に伴う建設改良費として年度からの電子カルテ導入等に伴う建設改良費として年度からの電子カルテ導入等に伴う建設改良費として

４億９千万円が増加しており、企業会計全体では、４億９千万円が増加しており、企業会計全体では、４億９千万円が増加しており、企業会計全体では、４億９千万円が増加しており、企業会計全体では、27272727億億億億3,3003,3003,3003,300万円、万円、万円、万円、24.024.024.024.0％の増加％の増加％の増加％の増加となっている。となっている。となっている。となっている。



平成26年度当初予算案の規模（一般会計）

２２０億１，０００万円２２０億１，０００万円２２０億１，０００万円２２０億１，０００万円

平成平成平成平成25252525年度年度年度年度

当初予算当初予算当初予算当初予算

２３１億１，０００万円２３１億１，０００万円２３１億１，０００万円２３１億１，０００万円

平成平成平成平成26262626年度年度年度年度

当初予算当初予算当初予算当初予算

『『『『外部要因として３億円外部要因として３億円外部要因として３億円外部要因として３億円』』』』

消費税増税分消費税増税分消費税増税分消費税増税分

燃料費高騰分燃料費高騰分燃料費高騰分燃料費高騰分

『『『『平成平成平成平成26262626年度の臨時大型事業として年度の臨時大型事業として年度の臨時大型事業として年度の臨時大型事業として

５億３千万円５億３千万円５億３千万円５億３千万円』』』』

国の経済対策に伴う臨時福祉給付金国の経済対策に伴う臨時福祉給付金国の経済対策に伴う臨時福祉給付金国の経済対策に伴う臨時福祉給付金

〃〃〃〃 子育て世帯臨時特例給付金子育て世帯臨時特例給付金子育て世帯臨時特例給付金子育て世帯臨時特例給付金

旧稚内商工高校の施設購入旧稚内商工高校の施設購入旧稚内商工高校の施設購入旧稚内商工高校の施設購入

病院会計の電子カルテ導入事業病院会計の電子カルテ導入事業病院会計の電子カルテ導入事業病院会計の電子カルテ導入事業

『『『『医療や福祉に伴う経費として２億円医療や福祉に伴う経費として２億円医療や福祉に伴う経費として２億円医療や福祉に伴う経費として２億円』』』』

扶助費扶助費扶助費扶助費

国民健康保険及び介護保険会計繰出金国民健康保険及び介護保険会計繰出金国民健康保険及び介護保険会計繰出金国民健康保険及び介護保険会計繰出金

病院事業会計負担金及び補助金病院事業会計負担金及び補助金病院事業会計負担金及び補助金病院事業会計負担金及び補助金

『『『『補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円補正予算措置から当初予算措置への変更として２億円』』』』

昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上昨年度見直した除排雪経費を当初予算に計上

太陽光発電の売電収入の基金積立を当初予算に計上太陽光発電の売電収入の基金積立を当初予算に計上太陽光発電の売電収入の基金積立を当初予算に計上太陽光発電の売電収入の基金積立を当初予算に計上

対前年度対前年度対前年度対前年度 １１億円増／５．０％増１１億円増／５．０％増１１億円増／５．０％増１１億円増／５．０％増

２

予予予予

算算算算

額額額額

増増増増

加加加加

のののの

主主主主

なななな

理理理理

由由由由



２２０億１，０００万円２２０億１，０００万円２２０億１，０００万円２２０億１，０００万円

１５億１５億１５億１５億 ６８８万円６８８万円６８８万円６８８万円

平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

３月経済対策３月経済対策３月経済対策３月経済対策

関連繰越分関連繰越分関連繰越分関連繰越分

実質的な平成実質的な平成実質的な平成実質的な平成25252525年度当初予算額年度当初予算額年度当初予算額年度当初予算額

２３５億１，６８８万円２３５億１，６８８万円２３５億１，６８８万円２３５億１，６８８万円

２３１億１，０００万円２３１億１，０００万円２３１億１，０００万円２３１億１，０００万円

５億５，１３６万円５億５，１３６万円５億５，１３６万円５億５，１３６万円

実質的な平成実質的な平成実質的な平成実質的な平成26262626年度当初予算額年度当初予算額年度当初予算額年度当初予算額

２３６億６，１３６万円２３６億６，１３６万円２３６億６，１３６万円２３６億６，１３６万円

平成平成平成平成25252525年度年度年度年度

当初予算当初予算当初予算当初予算

平成平成平成平成26262626年度年度年度年度

当初予算当初予算当初予算当初予算

１億４，４４８万円増１億４，４４８万円増１億４，４４８万円増１億４，４４８万円増

０．６％増０．６％増０．６％増０．６％増

平成26年度当初予算案の規模（一般会計）

（各年度３月経済対策関連繰越分を加えた比較）

３

東中学校建設東中学校建設東中学校建設東中学校建設

９億４，０８５万円含む９億４，０８５万円含む９億４，０８５万円含む９億４，０８５万円含む

２ページ記載の要件２ページ記載の要件２ページ記載の要件２ページ記載の要件

が含まれる。が含まれる。が含まれる。が含まれる。

平成平成平成平成25252525年度年度年度年度

３月経済対策３月経済対策３月経済対策３月経済対策

関連繰越分関連繰越分関連繰越分関連繰越分



平成平成平成平成26262626年度年度年度年度

当初予算額当初予算額当初予算額当初予算額

141141141141億円億円億円億円

（（（（27272727億億億億3,3003,3003,3003,300万円増）万円増）万円増）万円増）

うち地方公営企業うち地方公営企業うち地方公営企業うち地方公営企業

会計制度の見直し会計制度の見直し会計制度の見直し会計制度の見直し

による影響による影響による影響による影響

約約約約21212121億円億円億円億円

資産資産資産資産

４

平成26年度当初予算案の規模（企業会計）

（地方公営企業会計制度の見直しによる歳出額の増加－企業会計）

負債負債負債負債

資本資本資本資本

借入資本借入資本借入資本借入資本

（企業債）（企業債）（企業債）（企業債）

資産資産資産資産

負債負債負債負債

企業債企業債企業債企業債

各種引当金各種引当金各種引当金各種引当金

・退職手当・退職手当・退職手当・退職手当

・賞与など・賞与など・賞与など・賞与など

資本資本資本資本

平成26年度から

企業債を企業債を企業債を企業債を

資本から負債へ資本から負債へ資本から負債へ資本から負債へ

収益的支出収益的支出収益的支出収益的支出

●医業（営業）費用●医業（営業）費用●医業（営業）費用●医業（営業）費用

●医業外（営業外）費用●医業外（営業外）費用●医業外（営業外）費用●医業外（営業外）費用

●特別損失●特別損失●特別損失●特別損失

収益的支出収益的支出収益的支出収益的支出

●医業（営業）費用●医業（営業）費用●医業（営業）費用●医業（営業）費用

みなし償却制度の廃止にみなし償却制度の廃止にみなし償却制度の廃止にみなし償却制度の廃止に

よる減価償却費の増よる減価償却費の増よる減価償却費の増よる減価償却費の増

２億４千万円２億４千万円２億４千万円２億４千万円【【【【下水道下水道下水道下水道】】】】

●医業外（営業外●医業外（営業外●医業外（営業外●医業外（営業外))))費用費用費用費用

●特別損失●特別損失●特別損失●特別損失

各種引当金等各種引当金等各種引当金等各種引当金等((((移行分移行分移行分移行分))))

18181818億４千万円億４千万円億４千万円億４千万円【【【【病院病院病院病院】】】】

資本的支出資本的支出資本的支出資本的支出

平成平成平成平成25252525年度年度年度年度

当初予算額当初予算額当初予算額当初予算額

113113113113億億億億6,7006,7006,7006,700万円万円万円万円

＋＋＋＋

＋＋＋＋

損益計算書（費用）損益計算書（費用）損益計算書（費用）損益計算書（費用）貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

平成26年度から

減価償却費の増加額と減価償却費の増加額と減価償却費の増加額と減価償却費の増加額と

同額が歳入に計上される。同額が歳入に計上される。同額が歳入に計上される。同額が歳入に計上される。

資本的支出資本的支出資本的支出資本的支出

※※※※ 赤字は主なものを記載しています。赤字は主なものを記載しています。赤字は主なものを記載しています。赤字は主なものを記載しています。



市民の皆様と約束した政策を着実に進めるため、市民の皆様と約束した政策を着実に進めるため、市民の皆様と約束した政策を着実に進めるため、市民の皆様と約束した政策を着実に進めるため、『『『『今すぐ取り組む１０の約束今すぐ取り組む１０の約束今すぐ取り組む１０の約束今すぐ取り組む１０の約束』』』』を推進する。を推進する。を推進する。を推進する。

平成26年度当初予算案の特徴

① 『今すぐ取り組む１０の約束』の推進

② ３月補正とあわせた地域経済活性化予算の計上

・国の経済対策補正予算を活用した事業費（３月補正／当初予算）

・小規模事業者への市単独事業費の前倒し（３月補正）

国の経済対策予算と合わせ、市の単独事業費の前倒しを行い、地域経済の活性化を図る。国の経済対策予算と合わせ、市の単独事業費の前倒しを行い、地域経済の活性化を図る。国の経済対策予算と合わせ、市の単独事業費の前倒しを行い、地域経済の活性化を図る。国の経済対策予算と合わせ、市の単独事業費の前倒しを行い、地域経済の活性化を図る。

５



① 『今すぐ取り組む１０の約束』の推進

●給食費負担の半減●給食費負担の半減●給食費負担の半減●給食費負担の半減

子育て施策の一環として、一定の所得制限を設け、子育

て世帯の保護者負担軽減を図ることを目的に実施します。

〇対象世帯 生活保護世帯構成別限度収入額を基本とし、

その収入額が1.75倍までの世帯

・332世帯（694人）

〇交付要件 当該年度の４月～９月までの給食費の支払い

が完了している場合に、10月～３月分の助成

を行う。

【平成26年度当初予算】

◆学校給食費助成事業

学校給食費助成金 17,716千円

●学童保育所と児童館の建設●学童保育所と児童館の建設●学童保育所と児童館の建設●学童保育所と児童館の建設

緑球場周辺に学童保育所、児童館、活動拠点センターなど

多機能型施設を建設し、地域コミュニティの活性化を図ります。

〇経過

平成24年12月 緑地区7町内会長と協議

平成25年３月 各町内会から委員選出

平成25年４月～委員に対する説明会及び見学会の実施

グループワーク、まちづくりサロンの

開催などによる、基本計画の整理

〇今後の事業スケジュール

平成26年度 実施設計及び地質地形測量

平成27年度 工事着工～竣工

平成28年度 施設開設予定

【平成26年度当初予算】

◆南地区多機能型コミュニティ施設建設事業

実施設計等業務委託料 16,867千円

地質地形測量業務委託料 5,001千円

６

●スポーツ施設の建設●スポーツ施設の建設●スポーツ施設の建設●スポーツ施設の建設

スポーツ施設の建設について、国の補助制度の活用を

視野に、補助内容の決定を確認した上で、都市計画の改定

の手続きを踏まえ、今後の予算措置で対応します。

〇建設施設 カーリング場及び体育館の複合施設

（季節による切替）

〇建 設 地 宝来地区

（現稚内市体育館を候補地として調整中）



② ３月補正とあわせた地域経済活性化予算の計上

・国の経済対策補正予算を活用した事業費（３月補正／当初予算）

国の経済対策関連事業の規模国の経済対策関連事業の規模国の経済対策関連事業の規模国の経済対策関連事業の規模

３月補正、当初予算の合計３月補正、当初予算の合計３月補正、当初予算の合計３月補正、当初予算の合計

１０億２，７６４万円１０億２，７６４万円１０億２，７６４万円１０億２，７６４万円

●臨時福祉給付金支給事業●臨時福祉給付金支給事業●臨時福祉給付金支給事業●臨時福祉給付金支給事業

100,910100,910100,910100,910千円千円千円千円

３月補正 481千円

当初予算 100,429千円

非課税世帯へ給付金を支給

●●●●子育て世帯臨時特例給付金支給事業子育て世帯臨時特例給付金支給事業子育て世帯臨時特例給付金支給事業子育て世帯臨時特例給付金支給事業

41,96841,96841,96841,968千円千円千円千円

３月補正 100千円

当初予算 41,868千円

児童手当受給世帯へ給付金を支給

●稚内港国直轄事業●稚内港国直轄事業●稚内港国直轄事業●稚内港国直轄事業

114,880114,880114,880114,880千円千円千円千円

３月補正 56,000千円

債務負担行為の設定

当初予算 58,880千円

第一副港岸壁改良など

（事業費 413,880千円）

●宗谷港国直轄事業●宗谷港国直轄事業●宗谷港国直轄事業●宗谷港国直轄事業

81,75081,75081,75081,750千円千円千円千円

３月補正 64,500千円

当初予算 17,250千円

防波堤・護岸改良・物揚場整備

（事業費 506,070千円）

●稚内港改修国庫補助事業●稚内港改修国庫補助事業●稚内港改修国庫補助事業●稚内港改修国庫補助事業

118,786118,786118,786118,786千円千円千円千円

３月補正 50,000千円

当初予算 68,786千円

副港通道路改修 Ｌ＝380ｍ

●海岸保全国庫補助事業●海岸保全国庫補助事業●海岸保全国庫補助事業●海岸保全国庫補助事業

40,34540,34540,34540,345千円千円千円千円

３月補正 20,000千円

当初予算 20,345千円

潮見地区護岸整備 Ｌ＝40ｍ

●街区公園整備事業●街区公園整備事業●街区公園整備事業●街区公園整備事業

11,00011,00011,00011,000千円千円千円千円

３月補正 11,000千円

当初予算 －千円

若葉公園・天北緑地整備

●緑・富岡環状通街路整備事業●緑・富岡環状通街路整備事業●緑・富岡環状通街路整備事業●緑・富岡環状通街路整備事業

374,159374,159374,159374,159千円千円千円千円

３月補正 121,000千円

当初予算 253,159千円

道路改良・朝日１号橋拡幅など

●市営住宅個別改善事業●市営住宅個別改善事業●市営住宅個別改善事業●市営住宅個別改善事業

130,843130,843130,843130,843千円千円千円千円

３月補正 54,354千円

当初予算 76,489千円

中央団地・末広団地など

●道路橋梁維持管理事業●道路橋梁維持管理事業●道路橋梁維持管理事業●道路橋梁維持管理事業

13,00013,00013,00013,000千円千円千円千円

３月補正 13,000千円

当初予算 －千円

路面性状調査 Ｌ＝201㎞

７



以下の工事費及び業務委託料の前倒し発注を行い、

国の経済対策と合わせた地域経済の活性化を図ると

同時に、公共施設の老朽化対策等の早期着手による

市民サービスの向上を図ります。

・太陽光発電施設整備工事

・稚内公園風力発電施設整備工事

・庁舎等整備工事

・稚内聖苑整備工事

・総合福祉センター整備工事

・保健福祉センター整備工事

・市営住宅維持補修工事

・宗谷岬公園整備工事

・総合勤労者会館整備工事

・市有市場整備工事

・宗谷港維持補修工事

・北方記念館整備工事

・小学校整備工事

・中学校整備工事

・若葉球技場整備工事

・温水プール整備工事

・市立保育所整備工事

・水族館整備工事

・一般廃棄物処理基本計画策定業務委託料

・緑地等維持管理計画策定業務委託料

・総合文化センター設備調査業務委託料

参参参参 考考考考 ～～～～ 普通建設事業の増減比較普通建設事業の増減比較普通建設事業の増減比較普通建設事業の増減比較

■平成■平成■平成■平成26262626年度当初予算年度当初予算年度当初予算年度当初予算

２２億２，３２７万円２２億２，３２７万円２２億２，３２７万円２２億２，３２７万円

（対前年度９，１０５万円増）（対前年度９，１０５万円増）（対前年度９，１０５万円増）（対前年度９，１０５万円増）

補助事業補助事業補助事業補助事業 760,286760,286760,286760,286千円千円千円千円

単独事業単独事業単独事業単独事業 1,167,8081,167,8081,167,8081,167,808千円千円千円千円

負担補助負担補助負担補助負担補助 76,13076,13076,13076,130千円千円千円千円

負担単独負担単独負担単独負担単独 29,88329,88329,88329,883千円千円千円千円

受託単独受託単独受託単独受託単独 189,163189,163189,163189,163千円千円千円千円

■平成■平成■平成■平成25252525年度当初予算年度当初予算年度当初予算年度当初予算

２１億３，２２２万円２１億３，２２２万円２１億３，２２２万円２１億３，２２２万円

補助事業補助事業補助事業補助事業 654,085654,085654,085654,085千円千円千円千円

単独事業単独事業単独事業単独事業 1,125,1191,125,1191,125,1191,125,119千円千円千円千円

負担補助負担補助負担補助負担補助 151,400151,400151,400151,400千円千円千円千円

負担単独負担単独負担単独負担単独 54,47954,47954,47954,479千円千円千円千円

受託単独受託単独受託単独受託単独 147,141147,141147,141147,141千円千円千円千円

② ３月補正とあわせた地域経済活性化予算の計上

・小規模事業者への市単独事業費の前倒し（３月補正）

８

市の単独事業の前倒し合計市の単独事業の前倒し合計市の単独事業の前倒し合計市の単独事業の前倒し合計

（３月補正－繰越明許）（３月補正－繰越明許）（３月補正－繰越明許）（３月補正－繰越明許）

１億６，１５１万円１億６，１５１万円１億６，１５１万円１億６，１５１万円

３月補正と合わせた３月補正と合わせた３月補正と合わせた３月補正と合わせた

地域経済活性化予算の計上地域経済活性化予算の計上地域経済活性化予算の計上地域経済活性化予算の計上

（３月補正－繰越明許）（３月補正－繰越明許）（３月補正－繰越明許）（３月補正－繰越明許）

５億５，１３６万円５億５，１３６万円５億５，１３６万円５億５，１３６万円



その他特徴的な新規・拡充事業

●デジタルテレビ中継局整備事業●デジタルテレビ中継局整備事業●デジタルテレビ中継局整備事業●デジタルテレビ中継局整備事業

98,73898,73898,73898,738千円千円千円千円【【【【新規新規新規新規】】】】

かつてから要請していたＴＶｈの放送

エリア拡大を受け、宗谷管内の基幹局で

ある「知駒中継局」の整備を管内自治体

と連携して行い、併せて稚内市内の５中

継局の整備を実施します。

平成26年10月 試験電波

（一部地域視聴可能）

平成27年１月 本放送開始

●稚内南小学校整備事業●稚内南小学校整備事業●稚内南小学校整備事業●稚内南小学校整備事業

20,74720,74720,74720,747千円千円千円千円【【【【新規新規新規新規】】】】

稚内南小学校の改築に向けた、「基

本設計業務」に着手します。

平成25年度 耐力度調査

平成26年度 基本設計

平成27年度 実施設計

平成28年度 建設工事着工

平成30年度 竣工予定

●●●●旧稚内商工高等学校旧稚内商工高等学校旧稚内商工高等学校旧稚内商工高等学校跡跡跡跡利用整備事業利用整備事業利用整備事業利用整備事業

149,212149,212149,212149,212千円千円千円千円【【【【新規新規新規新規】】】】

市内の高台に位置する、旧稚内商工高

校の跡利用として、北海道から施設を購

入し、防災拠点センター機能、社会教育

機能を持たせた複合施設の整備と同時に、

稚内大谷高校校舎としての利用を進めま

す。

平成26年度

整備実施設計及び一部利用開始

稚内大谷高校校舎として利用開始

●ピロリ菌除菌事業●ピロリ菌除菌事業●ピロリ菌除菌事業●ピロリ菌除菌事業 2,4352,4352,4352,435千円千円千円千円【【【【新規新規新規新規】】】】

市民の皆様の胃がんリスク抑制を目的に、全国の自治体でも例の少ない、

ピロリ菌の検査及び除菌事業を行います。

対 象 者 高校３年生～中学２年生年齢相当の方

（ただし、平成26年度は高校３学年（約800人）を対象とし、

平成27年度以降、中学２・３年生を対象とし実施予定）

実施方法 尿素呼気試験検査の実施（保健福祉センター）

陽性反応者に対する除菌治療の実施（市立稚内病院内科外来）

そ の 他 事業は北海道大学病院の協力を得て、市立稚内病院と実施する。

●放課後学力グングン塾開催事業●放課後学力グングン塾開催事業●放課後学力グングン塾開催事業●放課後学力グングン塾開催事業

16,54216,54216,54216,542千円千円千円千円【【【【拡充拡充拡充拡充】】】】

基礎学力の確実な定着を目標として、昨年度モデル

校（中央小・潮見が丘小）を選定し、小学３、４年生を

対象として実施した同事業を平成26年度から市内４校

で実施します。

対 象 校 中央小・潮見が丘小・南小・東小

実施期間 平成26年４月～平成27年３月

週２回 放課後に１時間程度

長期休業中は、概ね５回程度実施予定

９
10ページから経営方針別に

主な事業を掲載しています。



◆【継続】最北端・食マルシェ開催費補助事業 6,000千円

◆【継続】稚内市子ども芸能祭・南中ソーラン祭開催事業 6,000千円

◆【継続】稚内みなと南極まつり開催費補助事業 13,563千円

◆【継続】誘致宣伝事業 58,933千円

【継続】・誘致宣伝広告業務委託料 6,000千円

【継続】・外国人観光客誘致受入実行委員会補助金 2,500千円

【拡充】・夏季観光活性化対策事業補助金 23,500千円

◆【継続】広域観光振興事業

【拡充】・稚内・利尻・礼文・サロベツ観光振興協議会負担金 1,700千円

◆【継続】稚内観光協会補助金 26,000千円

◆【継続】稚内観光マイスター推進事業費補助事業 1,500千円

◆【継続】コンベンション誘致推進事業 788千円

◆【継続】中心市街地活性化事業

【継続】・中心市街地にぎわいづくり調査業務委託料 1,800千円

【継続】・中心市街地活性化起業化支援業務委託料 6,500千円

【新規】・わっかない白夜祭実行委員会補助金 1,000千円

◆【継続】地域交流センター管理運営事業 29,223千円

◆【継続】まちなか居住等推進事業 203千円

◆【継続】稚内空港高度利用促進事業 645千円

経営方針 基本方針１ ～人を呼び込み にぎわいのあるマチづくりを推進する～

10

（１）戦略的な観光客誘致（１）戦略的な観光客誘致（１）戦略的な観光客誘致（１）戦略的な観光客誘致

（２）イベント・コンベンション等（２）イベント・コンベンション等（２）イベント・コンベンション等（２）イベント・コンベンション等

の誘致と支援の誘致と支援の誘致と支援の誘致と支援

（３）まちなかのにぎわいを創出（３）まちなかのにぎわいを創出（３）まちなかのにぎわいを創出（３）まちなかのにぎわいを創出

（４）交通ネットワークの充実（４）交通ネットワークの充実（４）交通ネットワークの充実（４）交通ネットワークの充実



◆【継続】稚内日ロ経済交流協会事業費補助事業 7,000千円（10の約束）

◆【継続】日ロ定期フェリー運航支援事業費補助事業 50,000千円（10の約束）

◆【継続】ユジノサハリンスク道北物産展開催事業 2,818千円（10の約束）

◆【継続】稚内港活性化事業 2,200千円（10の約束）

【継続】・物流システム・アドバイザリー業務委託料 648千円

◆【継続】稚内ブランド推進事業 7,242千円

◆【継続】制度資金支援事業 615,114千円

【継続】・稚内市中小企業特別融資保証料補給金 24,000千円

【継続】・稚内市中小企業特別融資貸付金 585,000千円

◆【継続】資源育成強化対策事業費補助事業 3,597千円

◆【継続】稚内市漁業近代化資金利子補給金事業 20,000千円

◆【継続】新規就農者支援事業費補助事業 7,469千円

◆【新規】稚内第２地区道営草地整備事業 18,950千円

◆【新規】中増幌地区道営農道整備事業 4,050千円

◆【新規】新課税標識導入事業 444千円
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経営方針 基本方針２ ～地域のポテンシャルを引き出し経済の活性化をめざす～

（１）ロシア極東への（１）ロシア極東への（１）ロシア極東への（１）ロシア極東への

物流拠点化の推進物流拠点化の推進物流拠点化の推進物流拠点化の推進

（２）産業連携による「食のブラ（２）産業連携による「食のブラ（２）産業連携による「食のブラ（２）産業連携による「食のブラ

ンド化」「産業振興」の推進ンド化」「産業振興」の推進ンド化」「産業振興」の推進ンド化」「産業振興」の推進



◆【継続】災害対策事業 6,115千円（10の約束）

【新規】・防災教育学習業務委託料 1,491千円（10の約束）

◆【継続】緊急告知ラジオ等整備事業 7,398千円（10の約束）

◆【継続】小学校整備事業 45,424千円

【継続】・小学校耐震２次診断業務委託料 29,819千円（10の約束）

◆【新規】旧稚内商工高等学校跡利用整備事業 149,212千円

◆【新規】デジタルテレビ中継局整備事業 98,738千円

◆【継続】導水管整備事業（水道会計） 413,500千円（10の約束）

◆【継続】緑・富岡環状通街路整備事業 253,659千円（10の約束）

◆【継続】稚内公園整備事業 58,200千円

◆【継続】港湾施設整備国庫補助事業（港湾整備会計） 202,000千円

◆【継続】乳幼児等医療費助成事業 104,229千円（10の約束）

◆【継続】出生祝品支給事業 378千円

◆【継続】子ども・子育て支援計画策定事業 2,466千円

◆【新規】子育て世帯臨時特例給付金支給事業 41,868千円

◆【拡充】放課後学力グングン塾開催事業 16,542千円

◆【継続】稚内南小学校整備事業 20,747千円

◆【新規】南地区多機能型コミュニティ施設建設事業 21,868千円（10の約束）

◆【継続】図書資料巡回事業 200千円

◆【継続】学校給食地場産物提供事業 8,953千円

◆【新規】学校給食費助成事業 17,716千円（10の約束）

◆【新規】生活困窮者自立相談支援事業 6,630千円

◆【新規】就労自立給付金支給事業 250千円

◆【新規】臨時福祉給付金支給事業 100,429千円

◆【継続】開業医誘致推進事業 3,099千円（10の約束）

◆【新規】電子カルテ導入事業（病院会計） 396,564千円

◆【新規】ピロリ菌除菌事業 2,435千円

◆【継続】鳥獣被害防止対策事業 4,804千円

◆【継続】とど・アザラシ被害防止対策に伴う経費 2,400千円
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経営方針 基本方針３ ～安心を実感できる地域づくりを推進する～

（１）防災対策の強化（１）防災対策の強化（１）防災対策の強化（１）防災対策の強化

（２）安全に生活するための（２）安全に生活するための（２）安全に生活するための（２）安全に生活するための

社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備社会基盤整備

（３）子育て支援策の充実・（３）子育て支援策の充実・（３）子育て支援策の充実・（３）子育て支援策の充実・

学力向上対策の強化学力向上対策の強化学力向上対策の強化学力向上対策の強化

（４）ともに支え合う地域福祉の（４）ともに支え合う地域福祉の（４）ともに支え合う地域福祉の（４）ともに支え合う地域福祉の

推進推進推進推進

（５）高齢者が地域で安心して（５）高齢者が地域で安心して（５）高齢者が地域で安心して（５）高齢者が地域で安心して

暮らせる環境づくり暮らせる環境づくり暮らせる環境づくり暮らせる環境づくり

（６）医療機関の誘致と地域（６）医療機関の誘致と地域（６）医療機関の誘致と地域（６）医療機関の誘致と地域ぐるぐるぐるぐる

みで医療を守る体制づくりみで医療を守る体制づくりみで医療を守る体制づくりみで医療を守る体制づくり

（７）健康づくりの意識高揚と（７）健康づくりの意識高揚と（７）健康づくりの意識高揚と（７）健康づくりの意識高揚と

保健体制づくり保健体制づくり保健体制づくり保健体制づくり

（８）エゾシカ等の鳥獣被害（８）エゾシカ等の鳥獣被害（８）エゾシカ等の鳥獣被害（８）エゾシカ等の鳥獣被害

防止策の強化防止策の強化防止策の強化防止策の強化



◆【継続】太陽光発電施設維持管理事業 49,643千円

◆【継続】稚内公園風力発電施設維持管理事業 5,527千円

◆【継続】新・省エネルギー推進事業 4,398千円

◆【継続】街路灯管理事業 53,118千円

【継続】・公共灯ＬＥＤ化整備工事 15,272千円（10の約束）

【継続】・街路灯設置助成金 13,930千円（10の約束）

◆【継続】一般廃棄物収集事業 104,752千円

◆【継続】廃棄物最終処分場管理運営事業 99,552千円

◆【継続】ごみ減量化対策事業 31,394千円

◆【継続】分別収集事業 124,799千円

◆【継続】リサイクルセンター管理運営事業 9,330千円

◆【継続】不法投棄防止対策事業 4,068千円

◆【継続】海岸漂着物地域対策推進事業 8,000千円

◆【継続】環境緑化推進費 3,051千円

◆【新規】青少年科学館環境学習支援事業 1,275千円

◆【新規】草刈機貸出事業 459千円
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経営方針 基本方針４ ～環境と共生する地域社会づくりを推進する～

（１）再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入（１）再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入（１）再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入（１）再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入

促進と省ｴﾈﾙｷﾞｰの推進促進と省ｴﾈﾙｷﾞｰの推進促進と省ｴﾈﾙｷﾞｰの推進促進と省ｴﾈﾙｷﾞｰの推進

（２）３Ｒ（ごみ減量・リサイクル・（２）３Ｒ（ごみ減量・リサイクル・（２）３Ｒ（ごみ減量・リサイクル・（２）３Ｒ（ごみ減量・リサイクル・

再資源化）の推進再資源化）の推進再資源化）の推進再資源化）の推進

（３）環境施策・環境教育の（３）環境施策・環境教育の（３）環境施策・環境教育の（３）環境施策・環境教育の

充実と強化充実と強化充実と強化充実と強化



◆【継続】市民活動一般事務費 1,463千円

【継続】・協働のまちづくり推進に伴う経費 965千円

◆【継続】まちづくり委員会支援事業 1,425千円

◆【継続】町内会活動支援事業 12,348千円

◆【継続】広報紙発行事務 19,224千円

◆【継続】ＦＭわっかない放送事務 9,097千円

◆【継続】ＴＶ広報市民ニュース放映事務 4,277千円

◆【継続】市内新聞社行事掲載広告事務 756千円

◆【継続】ホームページ管理運営事業 2,598千円

◆【継続】社会教育推進事業（稚内学開催経費等） 2,052千円

◆【継続】市民講座開催事業 992千円

◆【継続】職員研修事業 8,319千円

【拡充】・新たな職員研修に伴う経費 1,284千円
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経営方針 基本方針５ ～市民との協働で活力ある地域づくりを推進する～

（１）市民活動の促進と（１）市民活動の促進と（１）市民活動の促進と（１）市民活動の促進と

「協働のまちづくり」の促進「協働のまちづくり」の促進「協働のまちづくり」の促進「協働のまちづくり」の促進

（２）積極的な情報発信（２）積極的な情報発信（２）積極的な情報発信（２）積極的な情報発信

（３）地域活動を担う人づくり（３）地域活動を担う人づくり（３）地域活動を担う人づくり（３）地域活動を担う人づくり


